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・ 世界ジオパーク認定に向けて最も重視すべき課題は何か。 

・ 地域住民への働きかけでどんな活動を行ってきたか。 

・ 「官学民の連携」という部分で、どのような役割のもと、どんな活動に取組んで

きたかを知りたい。 

 

・ ジオパークにおいては、火口付近の見学と安全面の問題があると思います。一般

的には、自己責任ということで観光を行っていますが、大島の場合そうもいかな

いように思えます。観光客や地元住民への注意喚起の方法において、有効かつ簡

単なものがあれば教えていただきたい。 

 

・ 素朴な疑問ですが、三原山と三宅雄山は成分的に類似していると思いますが、雄

山は有毒な噴気が出続けているのに対し、なぜ三原山はそうでないのか。 
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④過去の火山活動による分類 

火山噴火予知連絡会による、過去の火山活動に基づく活火山の分類（ランク分け）

では、伊豆大島はランクＡ（100 年活動度または１万年活動度が特に高い活火山）に

属している。 

出典：気象庁報道発表資料 

「火山噴火予知連絡会による活火山の選定及び火山活動度による分類（ランク分け）に

ついて」 

http://www.jma.go.jp/jma/press/0301/21a/yochiren.pdf 
 

⑤監視・観測体制の充実等の必要がある火山 

火山噴火予知連絡会火山活動評価検討会において、中長期的に噴火等が発生する可

能性の検討をもとに災害軽減のために監視を強化すべき火山の選定が行われた。 

伊豆大島は、「近年、噴火活動を繰り返している火山」とされている。 

出典：気象庁報道発表資料 

「火山噴火予知連絡会火山活動評価検討会（中間報告） 

－監視・観測体制の充実等の必要がある火山の選定について－」（平成 21 年 2 月 18 日） 

http://www.jma.go.jp/jma/press/0902/18a/yochiren090218-3.pdf 

 

 

過去の噴出マグマと割れ目火口の位置
（赤は、約 1700 年前に山頂部カルデラが形成

されたときの側火口） 
 

出典：火山噴火予知連絡会伊豆部会 

伊豆大島の火山活動に関する勉強会、

気象庁 
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出典：「火山噴火予知連絡会伊豆部会 伊豆大島の火山活動に関する勉強会報告書-伊豆大島噴火シナリオ-」（平成 20 年 9 月、気象庁） 
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③噴火警戒レベルの導入 

・ 伊豆大島には 2007 年（平成 19 年）12 月１日より噴火警戒レベルが導入された。 

・ 噴火警報、噴火予報の発表基準と、それぞれの情報が発表されるときの、伊豆大島

において考えられる火山の状態と噴火災害の危険性については次のとおりである。

 

【内容については下記を参照】 

気象庁ホームページ「伊豆大島の噴火警戒レベル」 

http://www.seisvol.kishou.go.jp/tokyo/STOCK/level/Izu-Oshima.pdf 

 

 

④火山災害に関する地域防災計画の現状と課題 

・ 2007 年（平成 19 年）の噴火警戒レベル導入に伴い、大島町では、地域防災計画の

改訂が進められた。 

・ 2008 年（平成 20 年）に修正された地域防災計画火山対策編には、噴火警戒レベル、

噴火警報等伝達系統図、警戒レベルに応じた規制区域図等が掲載されている。 
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＜計画の現状＞ 

下記の図は地域防災計画における噴火警戒レベル 3 の時の対応を図化したもの。 

 

出典：大島町地域防災計画（平成 20 年） 
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下記の図は地域防災計画における噴火警戒レベル 4,5 の時の対応を図化したもの。 

 

 
出典：大島町地域防災計画（平成 20 年） 
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⑤緊急減災計画の策定 

・ 東京都河川部では、2008 年（平成 20 年）から「伊豆大島火山噴火緊急減災対策砂

防計画検討委員会」において、伊豆大島火山の噴火によって発生する土砂災害対策

の具体的な検討を開始した。2010 年（平成 22 年）11 月までに７回の委員会が開催

されている。 

 

 

⑥火山防災マニュアルの作成 

・ 四者懇談会実務者会議では、噴火警戒レベルに応じた具体的な防災対策の検討を行

い、「伊豆大島火山防災マニュアル（2009 年（平成 21 年）、2011 年（平成 23 年）

改訂）」を作成した。 

 

 

⑦火山防災マップの作成 

・ 1986年（昭和61年）の伊豆大島噴火を踏まえて、当時の国土庁防災局が「火山噴火

災害危険区域予測図作成指針」の策定に着手し、1992 年にそれが完成した。その

後、「指針」に従って、活動的な浅間、有珠、樽前、伊豆大島、三宅、阿蘇、桜島

等の主要火山のハザードマップがつくられた。 
・ 「伊豆大島火山防災マップ」は、1994年伊豆大島火山噴火災害危険区域予測図作成

検討委員会（委員長 下鶴大輔）の監修により作成した。 

出典：(1) 荒牧重雄「１．富士山ハザードマップ：現状と課題」、消防防災博物館ホームページ 

http://www.bousaihaku.com/cgi-bin/hp/index2.cgi?ac1=B414&ac2=B41403&ac3=3255&Page=hpd2_view  

      (2) 塚本哲「火山ハザードマップの過去・現在・未来」、日本地理学会発表要旨集 
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⑧伊豆大島の防災対策に関する啓発活動事例 

■平成 18 年度 

東京都・大島町合同

総合防災訓練 

 

（平成 18 年 11 月 21 日） 

＜訓練の教訓＞ 

・訓練では溶岩流により元町と岡田の間、野増と差木地の間の都

道が分断されるという事態が想定された。 

・その結果、20 年前のような迅速な全島避難は困難であること

が明らかになった。その理由は以下の通りである。 

 

‐大型客船の減少により、1986 年当時のように大部分の

島民を運ぶことが出来ない。1986 年当時は実際に参加

したのは 3艘で、残りの１艘は待機状態だったが、現

在大型客船は 2艘になってしまっている。 

‐住民が高齢化していること、老人ホームや養護施設の

新設されており避難上、大きな負担となる。 

‐大島が3地域に分断された場合、発電所は元町にあり、

山頂部および北部・南部への電源供給が困難になる。

電話線についても同じく、火山観測機器からのデータ

が供給されなくなる可能性がある。 

 
出典：国際シンポジウム「火山防災と広域避難」 

東京都伊豆大島の避難計画、笹井洋一  （発表資料を一部編集） 

■平成 19 年度 

大島町防災訓練 

 

（平成 19 年 11 月 21 日） 

・ 噴火警戒レベルに応じた行政の取るべき行動の再認識と防災

意識の高揚を図るため、火山噴火を想定した防災訓練（図上

訓練）が実施された。 

 

＜訓練内容＞ 

①災害対策本部設置訓練 

 図上による災害想定（噴火警戒レベル）毎の対応の習

熟。 

 各部の役割の確認、各地区への指揮系統の確立。 

②広報・通信訓練 

 防災行政無線放送、各避難所、出張所への通信訓練。

③情報伝達訓練 

 各関係機関との情報伝達訓練。 

④避難場所開設訓練 

 避難場所開設の習熟・対応。 

 

出典：平成 19 年度大島町防災訓練の実施概要「三原山火山噴火災害想定」、

大島町 
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■平成 20 年度 

大島町防災訓練 

 

（平成 20 年 11 月 21 日） 

・平成 20 年度に役場内に開設された気象庁火山防災連絡事務所と

の連携を図るため、火山噴火を想定した防災訓練が実施された。

 

＜訓練内容＞ 

①情報伝達訓練 

新人職員及び若手職員を対象に、噴火時の情報等を迅

速かつ正確に伝達処理することを目的とした無線通信

ならびに仮設電話設置による情報伝達訓練の実施が行

われた。 

②噴火災害に係る対応・対策訓練 

さらに、噴火活動が活発化する状況の中での火山防災

事務所との連携、また、噴火活動がレベルアップし、今

後の噴火活動及び防災対策について町・火山防災事務所

及び気象庁火山課とのテレビ会議を実施して、災害対策

本部設置の検討・協議までを想定した訓練内容とし、情

報伝達の習得と噴火災害に対する町及び火山防災事務

所との防災対応の確認が行われた。 

 

出典：平成 20 年度大島町防災訓練の実施概要「噴火災害想定」、大島町 

■伊豆大島 

噴火博物館 

・ 昭和 61 年の激しい割れ目噴火を経験し、大島町民はもとより、

観光客にも大島火山の火山活動や噴火時の防災対策について

教育することが重要であるとの観点から、平成２年に開館し

た。 

・ 火山専門の博物館で、三原山をはじめとする世界の火山につい

て、様々な展示やシュミ

レータカプセルによる

地底探検などで、楽しく

学ぶ事ができる。また、

映像ホールでは、大島の

美しい自然と人々の生

活の様子を、迫力ある映

画で紹介している。 
 

出典：(1)地域防災データ総覧、消防科学総合センター 

        (2)伊豆大島火山博物館ホームページ 

http://www.izu-oshima.or.jp/work/look/kazan.html 
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⑨火山防災エキスパートによる支援 

・ 平成 21 年 11 月 17 日、大島町開発総合センター会議室で火山防災エキスパート田

鍋敏也氏（北海道壮瞥町総務課長）による、島内の各防災関係機関職員約 50 名を

対象にした講演会が行われた。 

・ 池谷氏の講演では、「新潟焼山噴火と火山災害対策」と題し、有珠山の噴火史、2000

年噴火での死傷者ゼロの背景、2000 年噴火時の対応（初動のポイント、国・北海道・

自治体の連携体制等）、復興計画、噴火から既に９年（平時に何をすべきか）等に

ついて解説がなされた。 

・ 講演後は、田鍋氏と参加者の間で、「次の噴火に備えて準備しておくべきこと」「防

災関係機関の連携体制のあり方」などについて活発な意見交換が行われた。 

 

 ◆講演会の様子 
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出典：大島町 HP http://www.town.oshima.tokyo.jp/geopark/index.html 


